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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第60期
第２四半期
累計期間

第61期
第２四半期
累計期間

第60期
第２四半期
会計期間

第61期
第２四半期
会計期間

第60期

会計期間

自平成21年
12月１日
至平成22年
５月31日

自平成22年
12月１日
至平成23年
５月31日

自平成22年
３月１日
至平成22年
５月31日

自平成23年
３月１日
至平成23年
５月31日

自平成21年
12月１日
至平成22年
11月30日

売上高（千円） 4,073,4593,221,1193,327,1832,745,7306,750,476

経常利益（千円） 111,457 40,203 424,870 367,258 88,935

四半期（当期）純利益（千円） 40,937 2,364 240,667 244,432 30,313

持分法を適用した場合の投資利益

（千円）
－ － － － －

資本金（千円） － － 819,965 819,965 819,965

発行済株式総数（株） － － 5,289,9005,289,9005,289,900

純資産額（千円） － － 2,792,6202,722,3832,749,730

総資産額（千円） － － 5,300,0395,739,2526,455,194

１株当たり純資産額（円） － － 626.82 618.09 619.79

１株当たり四半期（当期）純利益

（円）
9.11 0.53 53.75 55.40 6.78

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

１株当たり配当額（円） 5 5 5 5 10

自己資本比率（％） － － 52.7 47.4 42.6

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
823,833 629,592 － － △250,931

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△43,398 △10,559 － － △109,691

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△872,677△510,007 － － 176,205

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－ － 236,724 253,576 144,550

従業員数（人） － － 283 283 281

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益は、四半期財務諸表等規則第12条の規定により、関連会社の損益等に重要

性が乏しいため記載を省略しております。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。
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２【事業の内容】

当第２四半期会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

 

 

 

 

３【関係会社の状況】

当第２四半期会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

 

 

 

４【従業員の状況】

提出会社の状況

 平成23年５月31日現在

従業員数（人）     283

　（注）　従業員数は就業人員であります。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

当社は、官公庁・公共企業体をはじめとする公共部門との取引率が高いことから、納期の関係もあり、売上高・利益

ともに第２四半期と第４四半期に集中するという季節変動の傾向があります。

また、当社は、建設工事に関連する地質調査、土質調査を中心に環境・防災・海洋調査業務等を行い、これらに関連す

る測量、建設計画、設計等の業務および工事を営む単一セグメントであるため、対象物別で記載しております。

 

(1）生産実績

　調査等の対象物別の生産実績を示せば次のとおりであります。

事業の内容 対象区分 内容
当第２四半期会計期間
自　平成23年３月１日
至　平成23年５月31日

前年同期比（％）

   （千円）  

地 質 調 査

土 質 調 査

環 境 調 査

防 災 調 査

海 洋 調 査

測　　　 量

建 設 計 画

設　　　 計

施 工 管 理

工　　　 事

治山・治水

農林・水産

河川・ダム・砂防・治山・海岸・

地すべり・急傾斜・農地造成・干

拓・埋め立て・農業水路・農道・

林道・漁港・漁場

290,581 89.2

運輸施設

上下水道

情報通信

道路・鉄道・橋梁・トンネル・港

湾・空港・浚渫・人工島・上下水

道・情報・通信

412,766 87.5

建築・土地造成

超高層建物・一般建築物・鉄塔・

レジャー施設・地域再開発・土地

造成

119,693 69.3

エネルギー・資源

発電所・送電・備蓄施設・地熱エ

ネルギー・自然エネルギー・水資

源・温泉・鉱床・海底資源

214,321 120.5

環境・災害・保全

土壌・騒音・振動・水質・大気・

動植物生態調査・廃棄物処理施設

・地盤沈下・地震災害・火山災害

108,793 96.8

その他
遺跡・埋蔵文化財・学術調査・基

礎調査・その他
26,098 76.5

 合計 1,172,255 90.6

　（注）１．金額は、調査原価で表示しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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(2）受注実績

　調査等の対象物別の受注実績を示せば次のとおりであります。

事業の内容 対象区分 内容

当第２四半期会計期間
自　平成23年３月１日
至　平成23年５月31日

受注高
（千円）

前年同
期比
（％）

受注残高
（千円）

前年同
期比
（％）

地 質 調 査

土 質 調 査

環 境 調 査

防 災 調 査

海 洋 調 査

測　　　 量

建 設 計 画

設　　　 計

施 工 管 理

工　　　 事

治山・治水

農林・水産

河川・ダム・砂防・治山・海岸・

地すべり・急傾斜・農地造成・干

拓・埋め立て・農業水路・農道・

林道・漁港・漁場

456,014120.6 359,42092.7

運輸施設

上下水道

情報通信

道路・鉄道・橋梁・トンネル・港

湾・空港・浚渫・人工島・上下水

道・情報・通信

620,225136.2 780,346100.5

建築・土地造成

超高層建物・一般建築物・鉄塔・

レジャー施設・地域再開発・土地

造成

51,63130.8 78,55150.1

エネルギー・資源

発電所・送電・備蓄施設・地熱エ

ネルギー・自然エネルギー・水資

源・温泉・鉱床・海底資源

609,242205.51,056,513412.6

環境・災害・保全

土壌・騒音・振動・水質・大気・

動植物生態調査・廃棄物処理施設

・地盤沈下・地震災害・火山災害

272,05478.9 123,43640.2

その他
遺跡・埋蔵文化財・学術調査・基

礎調査・その他
29,95447.9 40,13966.6

 合計 2,039,122119.62,438,407125.4

　（注）１．金額は、販売価額で表示しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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(3）販売実績

　調査等の対象物別の販売実績を示せば次のとおりであります。

事業の内容 対象区分 内容
当第２四半期会計期間
自　平成23年３月１日
至　平成23年５月31日

前年同期比（％）

   （千円）  

地 質 調 査

土 質 調 査

環 境 調 査

防 災 調 査

海 洋 調 査

測　　　 量

建 設 計 画

設　　　 計

施 工 管 理

工　　　 事

治山・治水

農林・水産

河川・ダム・砂防・治山・海岸・

地すべり・急傾斜・農地造成・干

拓・埋め立て・農業水路・農道・

林道・漁港・漁場

869,342 100.9

運輸施設

上下水道

情報通信

道路・鉄道・橋梁・トンネル・港

湾・空港・浚渫・人工島・上下水

道・情報・通信

939,294 92.5

建築・土地造成

超高層建物・一般建築物・鉄塔・

レジャー施設・地域再開発・土地

造成

259,748 80.8

エネルギー・資源

発電所・送電・備蓄施設・地熱エ

ネルギー・自然エネルギー・水資

源・温泉・鉱床・海底資源

380,363 56.6

環境・災害・保全

土壌・騒音・振動・水質・大気・

動植物生態調査・廃棄物処理施設

・地盤沈下・地震災害・火山災害

214,441 56.5

その他
遺跡・埋蔵文化財・学術調査・基

礎調査・その他
82,539 107.3

 合計 2,745,730 82.5

　（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．前第２四半期会計期間及び当第２四半期会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実

績に対する割合は次のとおりであります。

前第２四半期会計期間（自平成22年３月１日　至平成22年５月31日）

国土交通省　　　　　　　　　　 　　845,293千円　25.4％

当第２四半期会計期間（自平成23年３月１日　至平成23年５月31日）

国土交通省　　　　　　　　　　 　　770,218千円　28.1％

　（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

　

２【事業等のリスク】

　当第２四半期会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

　

 

３【経営上の重要な契約等】

当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中における将来に関する事項は、当四半期報告書提出日（平成23年７月14日）において当社が判断したものであ

ります。
 
(1) 経営成績の分析

　業績の概況

　当第２四半期会計期間におけるわが国経済は、新興国の経済成長に牽引され、企業収益や設備投資に持ち直しの動

きが見られたものの、雇用・所得環境は依然として厳しい状況にあります。さらに、平成23年３月11日に発生した東

日本大震災に伴う企業の生産活動の低下や電力供給不足の懸念等により、景気回復の見通しは、ますます不透明さ

を増す状況となっております。

　建設コンサルタントおよび地質調査業界におきましても、公共投資関連予算の見直し、民間企業の低調な設備投資

の中、依然として厳しい状況が続いておりますが、震災復興に対する予算の重点配分等の政府主導による復興対策

が予想される中、不透明な状況で推移しました。

　こうした状況の中、当第２四半期会計期間の経営成績につきましては、中期経営方針に基づき、受注の拡大とコス

ト縮減に全社員で取り組みました結果、売上高は27億45百万円（前年同四半期会計期間売上高は33億27百万円）、

営業利益３億64百万円（前年同四半期会計期間は営業利益４億13百万円）、経常利益３億67百万円（前年同四半期

会計期間は経常利益４億24百万円）、四半期純利益２億44百万円（前年同四半期会計期間は四半期純利益２億40百

万円）となりました。また、当第２四半期累計期間の業績につきましては、前期からの繰越高が低水準であったこと

に伴い、売上高は32億21百万円（前年同四半期累計期間売上高は40億73百万円）、営業利益は34百万円（前年同四

半期累計期間は営業利益91百万円）、経常利益40百万円（前年同四半期累計期間は経常利益１億11百万円）、四半

期純利益２百万円（前年同四半期累計期間は四半期純利益40百万円）となりました。当社は、官公庁・公共企業体

をはじめとする公共部門との取引率が高いことから、納期の関係もあり、売上高・利益ともに第２四半期と第４四

半期に集中するという季節変動の傾向があります。
 
(2) 財政状態の分析

（資産）

資産合計は、前事業年度末に比べ７億15百万円減少し、57億39百万円となりました。その主な増減内訳は、現金及

び預金の増加１億９百万円、完成調査未収入金の減少８億６百万円等であります。

（負債）

負債合計は、前事業年度末に比べ６億88百万円減少し、30億16百万円となりました。その主な増減内訳は、短期借

入金の減少４億円、長期借入金の減少50百万円、調査未払金の減少３億41百万円、未成調査受入金の増加77百万円等

があったことによるものであります。

（純資産）

　純資産合計は、前事業年度末に比べ27百万円減少し、27億22百万円となりました。その主な増減内訳は、利益剰余金

の減少19百万円、自己株式△16百万円、その他有価証券評価差額金の増加９百万円等があったことによるものであ

ります。
 
(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期会計期間末における現金及び現金同等物は、第１四半期会計期間末に比べ３億７百万円減少し、２

億53百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは、10億47百万円の増加（前年同四半期は15億99百万円の増加）となりまし

た。これは主に税引前四半期純利益４億30百万円、減価償却費31百万円、たな卸資産の減少７億62百万円等に対し、

売上債権の増加１億円、仕入債務の減少77百万円等があったことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは、５百万円の減少（前年同四半期は14百万円の減少）となりました。これ

は無形固定資産の取得による支出２百万円、貸付による支出６百万円等に対し貸付金の回収による収入４百万円等

があったことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは、13億48百万円の減少（前年同四半期は17億11百万円の減少）となりまし

た。これは短期借入金の減少13億円、長期借入金の返済25百万円、自己株式の取得による支出11百万円、リース債務

の返済による支出11百万円等があったことによるものであります。
 
(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期会計期間において、当社の事業上および財務上の対処すべき課題について重要な変更および新たに

生じた課題はありません。
 
(5) 研究開発活動

当社の調査コンサルタントとしての業務は、その全てが高度な技術力によって支えられており、その向上と新分

野、新技術の開発は不可欠なものであります。この為当社は、地盤に関連した広範囲な課題に対する最適なソリュー

ションを提供することを目的として、国、独立行政法人、大学等の研究機関ならびに民間の研究機関との連携による

共同研究開発を積極的に進めており、当第２四半期会計期間の研究開発費の執行状況は896千円であります。　
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

当第２四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

 

 

 

(2）設備の新設、除却等の計画

特記すべき事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 17,000,000

計 17,000,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成23年５月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年７月14日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 5,289,900 5,289,900

大阪証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）　

単元株式数1,000株

計 5,289,900 5,289,900 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　　　該当事項はありません。
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（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成23年３月１日～　

平成23年５月31日
－ 5,289,900 － 819,965 － 826,345
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（６）【大株主の状況】

 平成23年５月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

資産管理サービス信託銀行株式会

社（信託Ｅ口）
東京都中央区晴海１丁目８番12号 396 7.49

西田　弘 東京都世田谷区 304 5.75

三木　幸藏 神奈川県横浜市青葉区 300 5.67

川崎地質従業員持株会 東京都港区三田二丁目11番15号 261 4.94

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１丁目１番５号 212 4.02

江崎　勝 神奈川県逗子市 210 3.97

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１番２号 164 3.12

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内２丁目１番１号 120 2.28

砥上　邦生 大阪府吹田市 101 1.91

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 83 1.59

計 － 2,154 40.73

　（注）上記のほか、自己株式が885千株あります。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成23年５月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）（注） 普通株式   885,000　　 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 4,365,000　 4,365 －

単元未満株式 普通株式    39,900 －
１単元(1,000株)未満

の株式

発行済株式総数 5,289,900 － －

総株主の議決権 － 4,365 －

　（注）「完全議決権株式（自己株式等）」欄の株式数は、全て当社所有の自己株式であります。

 

②【自己株式等】

 平成23年５月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

川崎地質株式会社
東京都港区三田二

丁目11番15号
885,000 － 885,000 16.73

計 － 885,000 － 885,000 16.73

  （注）当第２四半期会計期間末日現在の自己名義所有株式数は885,367株、その発行済株式総数に対する割合は16.7％

であります。
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２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
12月

平成23年
１月

２月 ３月 ４月 ５月

最高（円） 545 530 528 549 699 527

最低（円） 502 518 509 500 490 441

　（注）　最高・最低株価は、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであります。

　

　

　

　

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第２四半期会計期間（平成22年３月１日から平成22年５月31日まで）及び前第２四半期累計期間（平成21

年12月１日から平成22年５月31日まで）は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第２四半期会計期間（平成

23年３月１日から平成23年５月31日まで）及び当第２四半期累計期間（平成22年12月１日から平成23年５月31日ま

で）は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期会計期間（平成22年３月１日から平成22

年５月31日まで）及び前第２四半期累計期間（平成21年12月１日から平成22年５月31日まで）に係る四半期財務諸

表並びに当第２四半期会計期間（平成23年３月１日から平成23年５月31日まで）及び当第２四半期累計期間（平成

22年12月１日から平成23年５月31日まで）に係る四半期財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レ

ビューを受けております。

３．四半期連結財務諸表について

当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期会計期間末
(平成23年５月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年11月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 253,576 144,550

受取手形 59,278 32,530

完成調査未収入金 1,211,329 2,017,838

未成調査支出金 890,284 898,601

材料貯蔵品 3,192 2,362

繰延税金資産 13,163 13,163

その他 56,638 90,100

貸倒引当金 △3,703 △6,014

流動資産合計 2,483,760 3,193,133

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 635,984 648,241

機械及び装置（純額） 93,142 113,194

土地 1,472,382 1,472,382

その他（純額） 113,031 108,331

有形固定資産合計 ※1
 2,314,541

※1
 2,342,149

無形固定資産 82,705 75,208

投資その他の資産

投資有価証券 347,480 334,122

繰延税金資産 159,678 163,989

その他 376,336 371,959

貸倒引当金 △25,249 △25,369

投資その他の資産合計 858,245 844,701

固定資産合計 3,255,491 3,262,060

資産合計 5,739,252 6,455,194

負債の部

流動負債

調査未払金 226,724 567,946

短期借入金 1,500,000 1,900,000

1年内返済予定の長期借入金 100,000 100,000

未払法人税等 48,251 －

未成調査受入金 250,416 172,719

その他 163,447 160,830

流動負債合計 2,288,840 2,901,496

固定負債

長期借入金 150,000 200,000

退職給付引当金 431,578 432,714

その他 146,449 171,252

固定負債合計 728,028 803,967

負債合計 3,016,868 3,705,463
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（単位：千円）

当第２四半期会計期間末
(平成23年５月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年11月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 819,965 819,965

資本剰余金 826,345 826,345

利益剰余金 1,597,865 1,617,683

自己株式 △528,822 △512,246

株主資本合計 2,715,353 2,751,747

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 7,030 △2,017

評価・換算差額等合計 7,030 △2,017

純資産合計 2,722,383 2,749,730

負債純資産合計 5,739,252 6,455,194
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（２）【四半期損益計算書】
【第２四半期累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期累計期間
(自　平成21年12月１日
　至　平成22年５月31日)

当第２四半期累計期間
(自　平成22年12月１日
　至　平成23年５月31日)

売上高 4,073,459 3,221,119

売上原価 3,031,067 2,314,135

売上総利益 1,042,392 906,984

販売費及び一般管理費 ※1
 951,086

※1
 872,852

営業利益 91,305 34,131

営業外収益

受取利息 635 331

受取配当金 1,335 1,456

受取手数料 9,508 13,822

固定資産賃貸料 37,973 21,708

その他 2,039 2,124

営業外収益合計 51,491 39,443

営業外費用

支払利息 14,359 15,282

退職給付費用 15,064 14,794

その他 1,914 3,294

営業外費用合計 31,339 33,371

経常利益 111,457 40,203

特別利益

貸倒引当金戻入額 1,399 2,429

特別利益合計 1,399 2,429

特別損失

投資有価証券評価損 3,520 －

固定資産除却損 － 69

特別損失合計 3,520 69

税引前四半期純利益 109,337 42,564

法人税等 68,400 40,200

四半期純利益 40,937 2,364
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【第２四半期会計期間】
（単位：千円）

前第２四半期会計期間
(自　平成22年３月１日
　至　平成22年５月31日)

当第２四半期会計期間
(自　平成23年３月１日
　至　平成23年５月31日)

売上高 3,327,183 2,745,730

売上原価 2,449,928 1,968,476

売上総利益 877,254 777,254

販売費及び一般管理費 ※1
 463,606

※1
 412,985

営業利益 413,648 364,268

営業外収益

受取利息 444 177

受取配当金 150 173

受取手数料 6,407 8,379

固定資産賃貸料 19,088 9,066

その他 1,260 2,019

営業外収益合計 27,350 19,815

営業外費用

支払利息 6,610 7,758

退職給付費用 7,667 7,397

その他 1,850 1,670

営業外費用合計 16,128 16,825

経常利益 424,870 367,258

特別利益

貸倒引当金戻入額 537 △152

賞与引当金戻入額 － 63,135

特別利益合計 537 62,982

特別損失

固定資産除却損 － 69

特別損失合計 － 69

税引前四半期純利益 425,407 430,172

法人税等 184,740 185,740

四半期純利益 240,667 244,432
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期累計期間
(自　平成21年12月１日
　至　平成22年５月31日)

当第２四半期累計期間
(自　平成22年12月１日
　至　平成23年５月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 109,337 42,564

減価償却費 48,456 61,859

引当金の増減額（△は減少） 71,477 △3,446

受取利息及び受取配当金 △1,970 △1,788

支払利息 14,359 15,282

投資有価証券評価損益（△は益） 3,520 －

未成調査受入金の増減額（△は減少） 27,404 77,696

未払消費税等の増減額（△は減少） 44,888 753

未収消費税等の増減額（△は増加） △12,257 －

売上債権の増減額（△は増加） 376,106 779,761

たな卸資産の増減額（△は増加） 345,358 7,485

仕入債務の増減額（△は減少） △200,802 △341,221

未払費用の増減額（△は減少） △25,214 △3,809

預り保証金の増減額（△は減少） △672 △31,470

その他 80,301 23,426

小計 880,293 627,092

利息及び配当金の受取額 1,971 1,788

利息の支払額 △16,284 △18,537

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △42,146 19,249

営業活動によるキャッシュ・フロー 823,833 629,592

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △52,243 △1,200

無形固定資産の取得による支出 △3,790 △4,492

貸付けによる支出 △23,900 △9,100

貸付金の回収による収入 39,177 6,770

その他 △2,642 △2,537

投資活動によるキャッシュ・フロー △43,398 △10,559

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △750,000 △400,000

長期借入金の返済による支出 △50,000 △50,000

リース債務の返済による支出 △9,713 △21,290

自己株式の取得による支出 △40,354 △16,575

配当金の支払額 △22,610 △22,141

財務活動によるキャッシュ・フロー △872,677 △510,007

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △92,243 109,026

現金及び現金同等物の期首残高 328,967 144,550

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 236,724

※1
 253,576
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第２四半期累計期間
（自　平成22年12月１日
至　平成23年５月31日）

会計処理基準に関する事項の変更 「資産除去債務に関する会計基準」等の適用

第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」(企業会計

基準第18号 平成20年3月31日)及び「資産除去債務に関する会計基準の適用

指針」(企業会計基準適用指針第21号 平成20年3月31日)を適用しておりま

す。

なお、これによる影響はありません。

【簡便な会計処理】

 
当第２四半期累計期間
（自　平成22年12月１日
至　平成23年５月31日）

一般債権の貸倒見積高の算定方法 貸倒実績率等が前事業年度末に算定したものと著しい変化がないと認め

られたため、前事業年度末の貸倒実績率等の合理的な基準を使用する方法に

よっております。

固定資産の減価償却費の算定方法 定率法を採用している資産については、事業年度に係る減価償却費の額を

期間按分して算定する方法によっております。

繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方

法

繰延税金資産の回収可能性の判断に関して、前事業年度末以降に経営環境

等、又は、一時差異等の発生状況に著しい変化が認められた場合に、前事業年

度末において使用した将来の業績予測やタックス・プランニングに当該著

しい変化の影響を加味したものを利用する方法によっております。

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第２四半期累計期間
（自　平成22年12月１日
至　平成23年５月31日）

税金費用の計算 税金費用については、当第２四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期

純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半

期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性

を欠く結果となる場合には、法定実効税率を使用する方法によっておりま

す。

なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。
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【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

当第２四半期会計期間末
（平成23年５月31日）

前事業年度末
（平成22年11月30日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額 ※１　有形固定資産の減価償却累計額

1,452,879　千円 1,406,197　千円

（四半期損益計算書関係）

前第２四半期累計期間
（自　平成21年12月１日
至　平成22年５月31日）

当第２四半期累計期間
（自　平成22年12月１日
至　平成23年５月31日）

※１　販売費及び一般管理費の主なもの ※１　販売費及び一般管理費の主なもの

給料手当 430,218千円

法定福利費 83,354千円

旅費交通費 69,162千円

賞与引当金繰入額　 48,895千円

退職給付費用　 18,569千円

給料手当 415,634千円

法定福利費 73,942千円

旅費交通費 63,585千円

退職給付費用　 15,327千円

　２　当社は、官公庁・公共企業体をはじめとする公共部門

との取引率が高いことから、納期の関係もあり、売上高

・利益ともに第２四半期と第４四半期に集中するとい

う季節変動の傾向があります。

　

同　左

前第２四半期会計期間
（自　平成22年３月１日
至　平成22年５月31日）

当第２四半期会計期間
（自　平成23年３月１日
至　平成23年５月31日）

※１　販売費及び一般管理費の主なもの ※１　販売費及び一般管理費の主なもの

給料手当 213,395千円

法定福利費 44,582千円

旅費交通費 36,001千円

賞与引当金繰入額　 16,300千円

退職給付費用　 9,715千円

給料手当 202,259千円

法定福利費 37,422千円

旅費交通費 30,171千円

退職給付費用　 7,372千円

　２　当社は、官公庁・公共企業体をはじめとする公共部門

との取引率が高いことから、納期の関係もあり、売上高

・利益ともに第２四半期と第４四半期に集中するとい

う季節変動の傾向があります。

　　

同　左

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期累計期間
（自　平成21年12月１日
至　平成22年５月31日）

当第２四半期累計期間
（自　平成22年12月１日
至　平成23年５月31日）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 236,724千円

現金及び現金同等物期末残高 236,724千円

現金及び預金勘定 253,576千円

現金及び現金同等物期末残高 253,576千円
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（株主資本等関係）

当第２四半期会計期間末（平成23年５月31日）及び当第２四半期累計期間（自　平成22年12月１日　至　平成23年

５月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

株式の種類 当第２四半期会計期間末 　

普通株式（株） 5,289,900 　

 

２．自己株式の種類及び株式数

株式の種類 当第２四半期会計期間末 　

普通株式（株） 885,367 　

 

３．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

 

４．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年２月25日

定時株主総会
普通株式 22,182 5 平成22年11月30日平成23年２月28日利益剰余金

(2) 基準日が当事業年度の開始の日から当四半期会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発生日が当

四半期会計期間の末日後となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年７月９日

取締役会
普通株式 22,022 5 平成23年５月31日平成23年８月10日利益剰余金

 

５．株主資本の著しい変動に関する事項

前事業年度末日と比較して著しい変動はありません。

  

 

（金融商品関係）

該当事項はありません。

　

（有価証券関係）

該当事項はありません。   

 

（デリバティブ取引関係）

該当事項はありません。 

 

（持分法損益等）

四半期財務諸表等規則第12条の規定により、関連会社の損益等に重要性が乏しいため記載を省略しております。　

　

（ストック・オプション等関係）

該当事項はありません。

　

（企業結合等関係）

該当事項はありません。

　

（資産除去債務関係）

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当第２四半期累計期間（自　平成22年12月１日　至　平成23年５月31日）及び当第２四半期会計期間（自　平成

22年３月１日　至　平成23年５月31日）

　当社は、建設工事に関連する地質調査、土質調査を中心に環境・防災・海洋調査業務等を行い、これらに関連

する測量、建設計画、設計等の業務および工事を営む単一事業の企業集団であることから、記載を省略しており

ます。

　

（追加情報）

　　第１四半期会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年３

月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平成

20年３月21日）を適用しております。

　

（賃貸等不動産関係）

該当事項はありません。

　

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期会計期間末
（平成23年５月31日）

前事業年度末
（平成22年11月30日）

１株当たり純資産額 618.09円 １株当たり純資産額 619.79円

２．１株当たり四半期純利益金額等

前第２四半期累計期間
（自　平成21年12月１日
至　平成22年５月31日）

当第２四半期累計期間
（自　平成22年12月１日
至　平成23年５月31日）

１株当たり四半期純利益 9.11円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
－ 

１株当たり四半期純利益 0.53円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
－ 

　（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期累計期間
（自　平成21年12月１日
至　平成22年５月31日）

当第２四半期累計期間
（自　平成22年12月１日
至　平成23年５月31日）

１株当たり四半期純利益金額         

四半期純利益（千円） 40,937 2,364

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 40,937 2,364

期中平均株式数（千株） 4,495 4,420

前第２四半期会計期間
（自　平成22年３月１日
至　平成22年５月31日）

当第２四半期会計期間
（自　平成23年３月１日
至　平成23年５月31日）

１株当たり四半期純利益 53.75円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
－ 

１株当たり四半期純利益 55.40円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
－ 

　（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期会計期間
（自　平成22年３月１日
至　平成22年５月31日）

当第２四半期会計期間
（自　平成23年３月１日
至　平成23年５月31日）

１株当たり四半期純利益金額         

四半期純利益（千円） 240,667 244,432

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 240,667 244,432

期中平均株式数（千株） 4,477 4,412

　
（重要な後発事象）

　　　　該当事項はありません。 

 

 

（リース取引関係）

EDINET提出書類

川崎地質株式会社(E04987)

四半期報告書

23/27



該当事項はありません。

 

  

 

２【その他】

　平成23年７月９日開催の取締役会において、当第２四半期末配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ）当第２四半期末配当による配当金の総額………22,022,665円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………５円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成23年８月10日

（注）　平成23年５月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年７月12日

川崎地質株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 中島　康晴　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 田中　宏和　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 芝山　喜久　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている川崎地質株式会社の

平成21年12月１日から平成22年11月30日までの第60期事業年度の第２四半期会計期間（平成22年３月１日から平成22年５

月31日まで）及び第２四半期累計期間（平成21年12月１日から平成22年５月31日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、

四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することに

ある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、川崎地質株式会社の平成22年５月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第２

四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示

していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成23年７月13日

川崎地質株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 網本　重之　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 芝山　喜久　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている川崎地質株式会社の

平成22年12月１日から平成23年11月30日までの第61期事業年度の第２四半期会計期間（平成23年３月１日から平成23年５

月31日まで）及び第２四半期累計期間（平成22年12月１日から平成23年５月31日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、

四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することに

ある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、川崎地質株式会社の平成23年５月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第２

四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示

していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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